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感染症流行下における退院支援体制および意思決定支援人材育成の体制構築に関する研究

（２２－１８） 

 

主任研究者 三浦 久幸 

 国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部（部長） 

 

 研究要旨 

 当研究は、今後の新たな感染症流行などにより非接触対応による連携が継続できる体

制構築を目的とした研究として 2つの研究テーマで構成した。1 つ目は感染症流行下にお

ける切れ目のない退院支援体制の構築、2つ目は感染症流行下における意思決定支援人材

育成研修の横展開を目的とした。 

感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構築研究では、感染症流行下にお

ける患者中心の切れ目のない退院支援に関連する国内外の文献等の知見を抽出すると同

時に、感染症流行下に当センター地域医療連携室(以下、地域医療連携室)が実施した退院

支援活動を可視化して、これらを統合し国立長寿医療研究センターの感染症流行下の望

ましい退院支援アルゴリズム(以下、アルゴリズム)を作成した。このアルゴリズムの実用

可能性を検証するために、当センター内外の患者の退院支援に関わる関係者を対象とし

て質問紙調査を実施し、感染症流行下における当センターの退院支援アルゴリズムを洗

練化させた。また、当センターが先駆的に実施している移行期ケア(Transitional care：

TC)の効果評価を行い、入院時から退院後に至る患者のプロセスに連動した効果的な切れ

目のない退院支援体制構築を総括した。 

感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開の研究では、退院支援を含

めた対人支援において核となる、患者中心の意思決定支援が実施できる人材を育成する

研修プログラムを構築した。そして、感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の

横展開ができるようにオンライン対応プログラムも構築し、当研修プログラム修了者に

よる横展開を後方支援した。これらのことから、育成した人材による横展開が可能な意思

決定支援人材育成プログラムが構築されたことを確認した。 

  

 主任研究者 

  三浦 久幸  国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部（部長） 

 分担研究者 

  山田 小桜里 国立長寿医療研究センター看護部（外来看護師長） 
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  齋藤 幸代   国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部(看護師長）  

※2023 年度のみ 

  上口 賀永子 国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部（副看護師長） 

  ※2023 年度のみ 

  後藤 友子 国立長寿医療研究センター在宅医療・地域医療連携推進部（研究員） 

   

研究期間 ２０２２年４月１日～２０２４年３月３１日 

 

Ａ．研究目的 

 超高齢社会の日本において、感染症流行下においても支援者らには患者の価値観を共

有しながら、継続的に病院と地域が切れ目なく連携し、患者中心の考え方の下で患者の療

養を支え続ける人材育成と支援体制が強く求められる。しかし、感染症流行下における病

院と地域の切れ目のない支援体制や人材育成手法は未だ確立しているとは言えない。そ

こで、当研究は感染症流行期における意思決定支援上の課題の抽出及びその対応策の検

討を行い、再入院抑止等、退院後の支援体制の構築を目的とする。さらに、患者の価値観

を病院と地域の支援者が共有しながら切れ目のない支援を行うための、感染症流行下で

も継続可能なオンラインによる教育手法を開発し、横展開に向けた取組と課題を明らか

にすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 当研究は、研究目的大項目を 2つに整理し 2年計画で進め、完了した。(図 1) 

 

図 1 研究スケジュール 
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大項目 1 感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構築に関する研究 

感染症流行下における意思決定支援の阻害要因と対応法の検討として、国内外の文献

レビューと入退院支援に関わる実践者により感染症流行下における課題と、それらの課

題に対する対策を抽出した。また、日本の実臨床での活用を想定し地域医療連携室の退院

支援実践知を情報収集し、文献からの知見と地域医療連携室の実践知を統合し、感染症流

行下におけるアルゴリズム暫定版を完成させた。そして、倫理・利益相反審査を経て、退

院支援に関わった当センター内外の関係者を対象に質問紙調査を実施し、アルゴリズム

の実用可能性を検証した。そして、質問紙調査によりアルゴリズムを改善した。 

 また、TC の知見を蓄積している当センターでは、多様な患者の入院中から退院後 1 ヵ

月までの療養経過に関する情報を質的に分析し、特に TC 介入が有効である患者の特性や

介入のタイミング、支援の改善点を明らかにした。 

 

大項目 2 感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開に関する研究 

地域包括ケアの基盤である、患者の意思に基づく暮らしを切れ目なく支えるためには

患者中心の意思決定支援が実践できる人材の育成が必須であり、そのような人材の育成

に寄与する研修プログラムの開発は必要不可欠である。また、人材育成は長い時間を必要

とするため、継続性の高い研修運営方法を確立する必要がある。そこで、当研究ではオン

ラインツール(Zoom)を用いた意思決定支援人材育成の研修プログラムの開発を進めた。

オンラインネットワークにより全国の様々な地域の病院や医師会、自治体と連携しオン

ライン化研修プログラムを用いて人材育成を行い、The New World Kirkpatrick Modelを

用いてその教育効果検証を行った。また、オンライン対応研修プログラムでは受講修了者

をファシリテーターとしてリクルートし、受講者の教育効果を促進するファシリテータ

ーの育成プロセスをアクションリサーチにより探究した。そして、受講修了者が教育人材

へと成長発達するためのプロセス、課題や促進要因を明らかにし、重層的な人材育成研修

プログラムへと整えた。さらに、育成した人材による横展開活動の後方支援を行うことで

研修修了者の縦断的活動情報を収集し、人材育成の研究評価を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究では人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針を遵守し実施してい

る。本研究の調査で得られた個人情報に関してはこれを公表することはなく、倫理指針に則

り管理する。倫理委員会の承認が必要な研究については、各研究者の所属機関の倫理委員会

承認後に研究を開始した(No.1434, 1585, 1746)。 

 

Ｃ．研究結果 

大項目 1 感染症流行下における切れ目のない退院支援体制の構築に関する研究 

1-1)感染症流行下における意思決定支援の阻害要因及び対応法の検討 
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感染症流行下における意思決定支援の阻害要因及び対応法(好事例)について、国内外

の文献の Scoping Review を行った。PubMed, Cochrane, Google Scholar, 医中誌に対し

て検索式を用い新型コロナウィルス感染症流行期における Information and 

Communication Technology(ICT)等のツールを用いた何らかの意思決定支援(介入)を行っ

た関連論文を抽出した。 

結果、ハンドサーチも合わせて英文誌 18 編、和文誌 1編が抽出された。これらの介入

論文以外に COVID-19 下における意思決定支援上の課題を提議している 8編に対し、考察

を行った。 

文献から、スマートフォンや iPad などのタブレット機器を用いた集中治療室

(Intensive care unit：ICU)に入室している新型コロナウィルス感染症患者とその家族

に対するオンライン面会システム（virtual visit）を構築し、意思決定をサポートした

事例報告が多く認められた。この意思決定においては、系統だった意思決定支援スキルと

して Shared Decision Making が重要で、Elwyn らが開発した Three talk model(Team 

talk、Option talk、Decision talk)が有用であったという報告を認めた。さらに患者や

家族が高齢者の場合は、ICT リテラシーの問題が大きく、患者、家族双方の面会を実現す

るためのサポート体制の構築や機器使用の細かい手順（誰がどのようなサポートを行う

か、どのような声かけを行うか）を明確にして対応した報告も見られた。 

課題としては通信機器の整備や高齢者自体の ICT リテラシーへの対応、ICT 機器の使用

方法の支援に専門職等が多くの時間が割かれること等があげられた。特にスマートフォ

ンのアプリ等 ICT 機器を使用できる高齢者と使用できない高齢者の間にデジタル格差が

明確となっているという報告もある。 

 感染症流行下における地域医療連携室の退院支援経験から、2 パターンの感染症流行下

における退院支援のアルゴリズムが必要であることが示唆された。 

1 つ目は、在宅療養患者が新型コロナウィルス感染症罹患により入院した際、在宅復帰

のための在宅療養支援体制調整を含めた退院支援のアルゴリズムであった。 

2 つ目は、患者の意識状態やコミュニケーション能力に応じたリモートによる退院支援

アルゴリズムであった。 

文献から抽出された知見と、地域医療連携室スタッフ経験知を併せ、感染症流行下でも

継続的に患者を中心とした退院支援を実施するために、「新型コロナウィルス感染症患者

の在宅医療継続の連携アルゴリズム」(以下、在宅患者の退院支援アルゴリズム)と「退院

調整に係るリモート面談を実施するに至る判断アルゴリズム」(以下、リモート退院支援

アルゴリズム)の暫定版を作成した。 

2023 年 10 月から 2024 年 2 月まで 5 ヵ月間、当センターに入院した該当患者の退院支

援に関わった当センター内外関係者を対象として、質問紙を用いた在宅患者の退院支援

アルゴリズム暫定版とリモート退院支援アルゴリズム暫定版を用いた退院支援の実用可

能性の検証を行った。 
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その結果、在宅患者の退院支援アルゴリズム暫定版は対象患者(調査期間中に当センタ

ーに入院した在宅療養患者)が 1名のみであり、当センター内関係者 2名、当センター外

関係者 1 名からのデータしか集めることができず、十分な実用可能性の検証には至らな

かった。そのため、医療行政従事経験を持つ研究者を招聘し研究班でアルゴリズムを再検

討して、アルゴリズムをブラッシュアップした。(図 2) 

  

図 2 在宅患者の退院支援アルゴリズム 

 

リモート退院支援アルゴリズムのフィジビリティスタディの結果、当センター外関係

者 12 名、当センター内関係者 15 名から暫定版アルゴリズムの実用可能性に向けた回答

が得られた。 

当センター外関係者は患者の担当介護支援専門医、かかりつけ医、訪問看護師、施設職

員から回答を得た。感染症流行下では、携帯電話を用いた音声通話や FAX を用いたテキス

ト情報の共有、パソコンを用いたオンラインミーティングアプリでの対話により医療機

関とのコミュニケーションを取った経験が中心であった。非接触によるコミュニケーシ

ョンは感染危険性に対する安心感を示した回答が多く、今後も継続的なリモートによる

退院支援を望む声が多くあった。しかし、機材操作や通信状況が不安定になった際の対応、

プライベート空間の確保などの準備に対する負担感や不安も多く確認できた。 

当センター内関係者は入退院支援部門の看護師、ソーシャルワーカー、病棟看護師、病

院内担当医から回答が得られた。会話が可能な患者と、発語はできるが会話が難しい患者
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のリモート退院支援でのアルゴリズムの実用可能性に関する回答であった。 

感染症流行下では、タブレットやパソコンを用いたオンラインミーティングアプリに

よる対話、電子カルテ内の書き込みによる情報共有、パソコンを用いたメールなどのテキ

ストによる情報共有の経験が確認された。非接触によるコミュニケーションは感染危険

性に対する安心感を示した回答が多く、今後も継続的なリモートによる退院支援を望む

声が多くあった。しかし、音声や映像の不具合や会議室確保などの準備への不安や負担感

も多く確認された。 

運用課題の解決としてはマニュアルの整備や多数の機材の準備、トラブル発生時のサ

ポート体制の構築などがあがったが、アルゴリズムについては実用可能な回答であった。

これらの結果を踏まえ、研究班でアルゴリズムを再検討し整備した。(図 3) 

 

図 3 リモート退院支援アルゴリズム 

 

今後、これらのアルゴリズムは当センター在宅医療・地域医療連携推進部の公式ホーム

ページに掲載予定である。 
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1-2)TC の効果評価 

  2018 年より地域医療連携室で研究的視点のもと実施してきた TCについて、その介入方

策の検証や課題の洗い出しを行った。 

2021 年 10 月から 2023 年 6 月までの 187 症例の内、TC介入症例の入院時、入院中、退

院後の患者の変化と TC 介入を可視化した資料データから TC 介入方法や課題について研

究班で検証を行った。TC介入は退院後 1ヵ月の間、病院所属の TC スタッフが訪問し退院

後に在宅ケアスタッフなどとケア連携を強化することで、入院期間の短縮化と、抑制可能

な退院後 1 ヵ月間の再入院の抑制効果が科学的に確認されている。当センターのデータ

から TC が介入した全症例では退院後 1ヵ月間の再入院は減少傾向にあるが、当研究班で

は更なる介入改善につなげるために、TC が介入した症例の内、退院後 1 ヵ月間の再入院

した症例に注目して検証した。その結果、介入のタイミングと対象アセスメントにおいて

課題が明らかになった。介入のタイミングでは、退院日が近い時期からの TC 介入では TC

介入効果が十分ではないことが確認された。また、80 歳以上の患者や、自宅退院患者、

在宅療養に対して患者や家族の不安が明確に確認されている症例、退院前に在宅医療サ

ービスや介護保険サービスが導入されておらず在宅療養支援体制が整っていない症例で

は退院後短期間での再入院につながっていた。これらのことから、TC は単独での介入で

はその介入効果は不十分であり、入院中から病棟スタッフとともに早期の退院後の療養

支援体制を整え、さらに病院内スタッフや退院後の支援スタッフと共に患者の年齢や不

安状況などの個別性に応じた支援を強化することで TC の介入効果は十分に発揮されるこ

とが示唆された。 

  

大項目 2 感染症流行下における意思決定支援人材育成研修の横展開に関する研究 

2-1)SDM/ACP 統合型オンライン研修の実施・評価 

オンラインでの意思決定支援研修プログラムは、受講者のオンライン疲れと、運営側へ

のオンライン作業負担の軽減を考慮し、短時間の研修を複数回実施するプログラムとし

た。受講者の専門性は、看護師が最も多く、次いで医師、医療ソーシャルワーカー(MSW)、

介護支援専門員などであった。 

受講者の専門性の臨床経験は臨床経験 25 年以上が最も多く、臨床経験が多いほど受講

者が多い傾向であったが、会場型研修と比較すると、臨床経験が少ない専門職も参加して

いたことが明らかになった。(図 4)   
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図 4 オンラインでの意思決定支援研修受講者の臨床経験年数 

 

 意思決定支援技能評価では、当研究者らが開発した共有意思決定支援評価指標(日本語

版 SDM-Q-9/日本語版 SDM-Q-Doc/ケアの SDM-Q-ケア活用者用/ケアの SDM-Q-ケア提供者

用)を用いて、1 回目と 3 回目の研修における技能を比較し、確実に技能の向上があるこ

とを確認した。(図 5) 

 

図 5 オンラインでの意思決定支援研修受講者の意思決定支援技能の前後結果 

(Provider/エラーバー) 
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 オンライン研修と対面研修における受講者の違いも検証した結果、オンライン研修は対

面研修と比較して受講者の専門性に偏りが生じていた。研修満足度や理解度に明確な差は

確認されなかった。 

 

2-2)ファシリテーターの効率化、関連学会との横展開 

 オンライン研修運営では、受講者の学習補助を担うファシリテーターが孤立した環境下

で活動する点が大きな特性である。対面研修であれば会場内の視界の範囲に講師や他のフ

ァシリテーターが確認でき、ワークの最中などはお互いに声を掛け合いながらファシリテ

ーター同士が支え合い学び合える環境下で研修が運営される。しかし、オンライン研修では、

バーチャルルーム内に受講者とファシリテーターが独立して存在し、他のファシリテータ

ーや講師に容易に支援や助言を求めることが難しい環境下での運営であった。また、オンラ

イン研修では受講者を小さなチームやグループに分けて、対面研修よりも大人数のファシ

リテーターをリクルートして研修運営を行う必要があることが明らかになった。対面研修

とオンライン研修の両方にエントリーした同一拠点の情報を基に、ファシリテーター人数

や要した時間や費用を算出した結果、対面研修と比較しオンライン研修では約 9 倍のファ

シリテーター人材が必要であった。また、研修運営に要した時間は約 3倍であった。その反

面、対面研修と比較しオンライン研修では人や物が移動するために要した経費は１/３であ

った。これらのことからオンライン研修の研修運営総経費は対面研修と比較して約 3 倍の

運営費用を要したことが明らかとなった。 

 また、ファシリテーターが受講者の学習支援を行っている最終の様子を記述したテキス

トデータを用いて質的に分析した結果、ファシリテーター経験を持つファシリテーターと、

ファシリテーター経験を持たない研修終了したばかりのファシリテーターの違いが明らか

になった。大きな違いは、意思決定支援技能訓練のワークにおける時間配分と受講者からの

質問対応であった。ファシリテーター経験を持つファシリテーターは一定した時間にロー

ルプレイなどのワーク実施時間を確保し、説明の時間、振り返りの時間を確保していた。そ

して、受講者の質問を自分で回答する場合もあるが、多くの場合は他の受講者に意見を求め

たり、講師に回答を依頼する調整を行っていた。ファシリテーター経験を持つファシリテー

ターと、ファシリテーター経験を持たない研修終了したばかりのファシリテーターが一つ

のバーチャル空間に配置され、一緒に学習者の学習補助を行った場合は、ファシリテーター

経験を持たない研修終了したばかりのファシリテーターの学習補助活動を、ファシリテー

ター経験を持つファシリテーターがフォローする場面が散見され、徐々にファシリテータ

ー経験を持たない研修終了したばかりのファシリテーターの学習補助がゆとりを持って進

められる変化を確認することができた。 

 さらに、研修修了者や研修拠点を中心に ACP 推進の組織が発足した。また、各組織内で

の新たな人材育成活動に展開していることを確認し、オンライン化した意思決定支援人材
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育成研修プログラムによる横展開が行われることを確認した。 

  

Ｄ．考察と結論 

感染症流行下における患者中心の退院支援体制構築のために、文献からの知見と当セン

ター地域医療連携室の経験知を基に「在宅患者の退院支援アルゴリズム」と「リモート退院

支援アルゴリズム」の暫定版を作成した。そして、当センター内外の関係者から実用可能性

の回答を得て、当センターの感染症感染拡大期に活用可能な退院支援アルゴリズムとして

活用可能性が示唆された。 

TC の介入効果評価においては、当センターに蓄積された TC 介入データを質的に分析し、

一定の抑制可能な退院後 1 ヵ月間の再入院の抑制効果が確認された。同時に、TC 介入の効

果を高めるためには当センター内外の患者の退院支援に関わるスタッフとの密に連携した

支援が必要であることが明らかになった。日本国内では試験的に TCが実施している医療機

関が多く、十分なデータが蓄積されているとは言えない状況である。当センターでは先駆的

に TCを運用したことで比較的多くの症例データが蓄積されていることから今回、このよう

な日本における TC の介入効果検証を行うことができたことは今後の退院支援研究において

重要であると考えられる。今後、学会などで当研究の結果を積極的に情報発信し、今後の退

院支援の発展につなげる。 

感染症流行下における意思決定支援人材育成研修においては、オンラインでの意思決定

支援技能訓練を含めた研修プログラムにおいても、対面研修と同程度の技能習得効果が確

認できる研修プログラムを開発した。 

 また、当研究では受講者にとって効果的なファシリテーターの能力を明らかにし、孤立し

た環境下で学習者の学習補助を行うファシリテーターの能力を高めるオンライン研修方法

の示唆を得た。このことは、学習者とファシリテーター人材の育成を同時に行うオンライン

研修運営の要素を明らかにすることができた。 
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８）後藤友子, 三浦久幸；世界 30 言語版が開発されている治療決定の共有意思決定

支援評価尺度を基にしたケア版評価尺度の開発. 第 13回日本プライマリ・ケア

連合学会学術大会, 2022, 神奈川県． 

９）後藤友子, 三浦久幸；Advance care planning を実践する看護師の意思決定支援

理由とケア決定事項の抽出－共有意思決定支援技能研修会の振り返りからの考

察－. 第 27 回日本老年看護学会学術集会, 2022, オンライン． 

１０）後藤友子, 三浦久幸；地域拠点を中心とした地域包括ケアシステムの中で展開す

るアドバンス・ケア・プランニング実践教育～住み慣れた地域において切れ目の

なく患者の療養希望を支えるための体制づくり～. 第 67 回日本透析医学会学術

集会, 2022, 神奈川県． 

１１）後藤友子, 井藤直美, 三浦久幸；2次医療圏単位で取り組む、地域ケア(日常の

療養支援)と地域の中核病院とを連結する包括的入退院支援の取り組み－愛知

県在宅医療介護連携推進事業の更なる展開－. 第 4 回日本在宅医療連合学会大

会, 2022, 兵庫県.  

１２）後藤友子、井藤直美、三浦久幸；介護支援専門員による担当患者の入院時支援活

動とその不安要因、課題認識の分析－愛知県入退院調整支援事業調査の結果か

ら－. 第 76 回国立病院総合医学会, 2022, 熊本県． 

１３）後藤友子；Advance care planning(ACP)実践に向けた医療者教育～Shared 

decision making(SDM) 技能訓練を組み込んだ ACPのためのチープアプローチ～. 

第 28 回日本腹膜透析医学会, 2022, 岡山県.  

 

  

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 

   なし 
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 ２．実用新案登録 

   なし 

 ３．その他 

   なし 

 




